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はじめに 

近年、情報技術の発展とともに、地理空間情報1の整備が進み、さらに高度な分析が可能になってきている。

地理空間情報は道路計画や河川計画などの土木関連、電力や都市ガスの管理といったインフラ関連、出店計

画に代表されるマーケティング関連など、ビジネスにおいても活用が拡大しつつある。 

 地理空間情報は、1970 年代頃から、日本では特に研究分野において導入されるようになった。1995 年の阪

神・淡路大震災を契機に、公共分野において地理空間情報の重要性が認識され、「地理情報システム（GIS2）

関係省庁連絡会議」が設置され、政府が一体となって地理空間情報に関する政策を推進してきた。2007 年に

は、地理空間情報の活用推進のため、「地理空間情報活用推進基本法」（以下、基本法）が施行された。この

法律に基づいて、行政界、土地利用、標高、鉄道、駅、人口など、さまざまな地理空間情報のデータが国や

地方公共団体により整備されてきている。こうして整備されたデータは公共分野だけでなく、民間分野にお

いても有効に活用することができると考えられる。 

そこで本稿では、基本法とその関連計画、主な地理空間情報を紹介するとともに、地理空間情報を用いた

ビジネスでの活用の可能性について考察する。 

1. 地理空間情報活用推進に関する法律・計画 

まずは、国における地理空間情報の活用推進の動向を紹介する（図 1）。 

2007 年 5 月 30 日、基本法が公布され、これを受けて、2008 年 4 月に、2011 年度までを計画期間とする「地

理空間情報活用推進基本計画（以下、前基本計画）」が閣議決定された。さらに同年、前基本計画に基づき、

具体的な目標などをとりまとめた「地理空間情報の活用推進に関する行動計画（以下、G 空間行動プラン）」

が策定された。 

その後、2012 年度から 2016 年度までを計画期間とする新たな「地理空間情報活用推進基本計画（以下、

新基本計画）」が 2012 年 3 月に閣議決定され、同年、この基本計画に基づき、新たな G 空間行動プランが策

                                                           
1 地理空間情報とは、空間上の特定の地点又は区域の位置を示す情報とその情報に関連付けられた属性情報からなる情報

のことである。 
2 GIS とは Geographic Information Systems の略であり、国土交通省が策定した地理空間情報活用推進基本計画において「デ

ジタル化された地理空間情報を電子地図上で一体的に処理して視覚的な表現や高度な分析を行うシステム」と説明してい

る。 
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定された。これらの法律・計画についてまとめたものを図 1 に示す。これらの法律や基本計画、行動計画の

内容について、以下に紹介する。 

地理空間情報活用推進基本計画(前基本計画)
2008年4月15日 閣議決定
(計画期間2011年度まで)

地理空間情報活用推進基本計画(新基本計画)
2012年3月27日 閣議決定
(計画期間2012～2016年度)

地理空間情報活用推進基本法
2007年5月30日公布

地理空間情報の活用推進に関する行動計画
（Ｇ空間行動プラン） 2008年8月

地理空間情報の活用推進に関する行動計画
（Ｇ空間行動プラン）(新) 2012年10月

  
図 1 地理空間情報活用推進に関する法律・計画3 

 

1.1. 地理空間情報活用推進基本法 

 基本法は 2007 年 5 月 30 日に公布、8 月 29 日に施行された。この法律の基本的な施策として、第 14 条で

以下のように記されている4。 

 

 

 

 

 

また、国と地方公共団体によって地理空間情報データを整備することと、そのデータを無償提供すること

などが明記されている。これまで、民間企業にとって利用可能な地理空間情報のデータは限られており、そ

のデータも高価であったため、地理空間情報のシステム導入の障壁の 1 つになっていた。基本法の施行によ

って、国と地方公共団体がデータを整備し、そのデータが無償で提供されるようになったため、民間企業に

おける地理空間情報の導入コストが下がり、活用が促進されると考えられる。 

1.2. 地理空間情報活用推進基本計画（2008 年 4 月 15 日閣議決定） 

 前基本計画は、基本法第 9 条の規定に基づき、2008 年 4 月 15 日に閣議決定された。前基本計画は、計画

期間を 2011 年度までとし、また目指すべき姿として、「誰もがいつでもどこでも必要な地理空間情報を使っ

たり、高度な分析に基づく的確な情報を入手し行動できる地理空間情報高度活用社会の実現を目指す」5こと

を掲げている。この計画において、具体的な地理空間情報の活用の姿は以下のように記されている6。 

 

 

 

 

                                                           
3 各法律と計画をもとに当社作成 
4 “地理空間情報活用推進基本法（平成十九年五月三十日法律第六十三号）” 
5 国土交通省.“地理空間情報活用推進基本計画”,  http://www.mlit.go.jp/kisha/kisha08/02/020414/01.pdf, （アクセス日：

2013-11-22） 
6 国土交通省.“地理空間情報活用推進基本計画”,  http://www.mlit.go.jp/kisha/kisha08/02/020414/01.pdf, （アクセス日：

2013-11-22） 

国及び地方公共団体は、地理空間情報の活用の推進に関し、国民の利便性の向上を図るとともに、行

政の運営の効率化及びその機能の高度化に資するため、その事務及び事業における地理情報システム

の利用の拡大並びにこれによる公共分野におけるサービスの多様化及び質の向上その他の必要な施

策を講ずるものとする。 
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このように、前基本計画の第Ⅱ部「今後の地理空間情報の活用の推進に関する施策の具体的な展開」の中

では、ビジネスへの活用や民間企業の活用メリットが明確に示されている。また、基盤地図情報を電子地図

上の位置の基準として社会全体で利用するために、国が全国にわたって整備し、提供することや、国が「政

府統計の総合窓口」（e-stat）上に統計地理情報システムを整備し、各省庁が所有する地域統計データなどの掲

載を推進していくことも記されている。 

1.3. 地理空間情報活用推進基本計画（2012 年 3 月 27 日閣議決定） 

 前基本計画が 2011 年度末で期末を迎えたことから、後継計画の検討が行われ、2012 年 3 月 27 日に計画期

間を 2012 年度から 2016 年度までとした新基本計画が閣議決定された。新基本計画は、前基本計画の計画期

間に変化した多くの社会情勢を踏まえたものとなっている。例えば、スマートフォンなどの高機能携帯端末

の普及、人口減少・少子高齢化の進行、環境・エネルギー問題の深刻化、経済社会のグローバル化、さらに

は基盤的な地理空間情報とその流通に関するルールの整備が進み、多くのデータが一般に利用可能となった

ことや、2011 年 3 月 11 日の東日本大震災からの復興や今後の災害への備えとして地理空間情報の活用が求め

られていることなどが挙げられる。 

新基本計画の第Ⅱ部「今後の地理空間情報の活用の推進に関する施策の具体的な展開」の中には、「国は、

整備・更新する地理空間情報のうち社会一般に対し広く提供すべき情報については、個人の権利利益や国の

安全への配慮、関係する法令等を踏まえつつ、原則として、インターネット等を利用して、可能な限り無償

又は低廉な価格で提供する」7と記されている。 

 さらに、国の役割として、国土の効率的な利用や防災、環境保全などの観点から、地質、資源、活断層、

火山、津波履歴、土地利用、土地被覆などに関する調査および情報の電子的な整備の一層の促進と、土地利

用や法令に基づく指定地域、公共施設などの国土に関するさまざまな情報を GIS データ化した国土数値情報

について引き続き整備・更新を行うこと、および、地理空間情報とした統計情報の整備・提供を推進するこ

とが記されている。 

1.4. 地理空間情報の活用推進に関する行動計画（Ｇ空間行動プラン）（新） 

 2012 年 3 月 27 日に閣議決定された新基本計画を受けて、施策の内容、達成期間などの具体的な目標など

をとりまとめた新しい「Ｇ空間行動プラン」が 2012 年 10 月に策定された。 

G 空間行動プランの中では、基盤地図情報、国土数値情報、統計 GIS の整備に関する施策が挙げられてお

り、これらの地理空間情報のデータは、ビジネスへの活用の可能性が考えられる。Ｇ空間行動プランにおけ

る主要項目の概要を表 1 に示す。 

                                                           
7 国土交通省. “地理空間情報活用推進基本計画”,  http://www.mlit.go.jp/common/000205705.pdf, （アクセス日：2013-11-22） 

民間企業では情報提供サービスを行うため店舗等の情報（コンテンツ）を背景地図を基に作成してい

るが、複数の背景地図毎にコンテンツを作成しなければならず、データの修正に大きなコストをかけ

ている。しかし今後、共通の基盤的な地図上でデータを作成すると、データの位置の整合性が図られ、

コストダウンが可能となる。さらに、さまざまなコンテンツの総合化や流通の拡大が容易になり、特

色あるコンテンツなどをより幅広く流通できる環境が広がることで、ビジネスチャンスが広がること

が期待できる。 
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表 1  G 空間行動プランにおける主要項目の概要8 

施策名 施策概要 担当府省 
（具体的な）目標と

達成期間 
2012 年度の実施内容 

基盤地図

情報の 
更新 

電子地図上における地理空間

情報の位置を定めるための基

準である基盤地図情報の更新

を行う。 

国土交通省 継続的に更新する。 地方公共団体が整備する都市計画

基図をもとに面的更新を行うとと

もに、公共施設の整備者・管理者

との連携・協力の下、国土管理上

重要な公共施設について、工事図

面の CAD データ等を活用し新規

供用に合わせて更新を行う。 

国土数値

情報の整

備・更新 

・ダウン

ロードサ

ービス 

土地利用、地価等の国土数値情

報を整備し、適時に更新すると

ともに、データをインターネッ

トで提供する。 

国土交通省 国土政策の必要性に

応じ、情報を整備・

更新する。 

国土数値情報を整備・更新すると

ともにデータをインターネットで

提供する。 

統計GIS
の拡充 

政府統計の一元的な提供を行

う「政府統計の総合窓口」

（e-stat）9上の「地図で見る統

計（統計GIS）10」を継続的に

運用し、各府省が保有する地域

統計及び境域情報の整備を行

い、「地図で見る統計（統計

GIS）」により提供する。 

総務省 

関係府省 

継続的に実施する。 システムの運用を継続的に実施

し、新たに平成22年(2010年)国勢

調査の小地域及び世界農林業セン

サス並びに人口動態調査、平成21
年(2011年)経済センサス-基礎調

査の統計情報を提供予定。 

2. 国などが無償で提供している主な地理空間情報 

「地理空間情報の活用推進に関する行動計画（Ｇ空間行動プラン）（新）」で記載されているように、国な

どが無償で提供する主な地理空間情報である「基盤地図情報」「国土数値情報」「地図で見る統計（統計 GIS）」

などの地理空間情報の一部を以下に紹介する。 

2.1. 基盤地図情報 

基盤地図情報は、地理空間情報の位置の基準となる地図情報である。地理空間情報を重ねて表示するため

の基盤となる背景地図として活用したり、市町村や町字別の統計情報と組み合わせることにより、その統計

情報を地理空間情報として活用したりすることができる。複数の地理空間情報の重ね合わせは位置情報をも

とに行うため、異なる背景地図をもとに重ね合わせを行うと位置にズレが生じる可能性がある。その解消の

ため、全国にわたって隣接する地域が接合11し、かつ、情報間でズレが生じないよう12、一定の品質のもとに、

国と地方公共団体による基盤地図情報の整備・更新が行われている。 

基盤地図情報の項目は省令13で定められており（表 2）、基盤地図情報は原則としてインターネットから無

                                                           
8 地理空間情報活用推進会議. ”地理空間情報の活用推進に関する行動計画（Ｇ空間行動プラン）”, 
http://www.cas.go.jp/jp/seisaku/sokuitiri/250718/honbun.pdf（アクセス日：2013-11-22）をもとに当社作成 
9 総務省統計局.  “政府統計の総合窓口(e-Stat)” http://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/eStatTopPortal.do （アクセス日：

2013-12-03） 
10 総務省統計局. “地図で見る統計（統計 GIS）” http://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/toukeiChiri.do?method=init （アクセス

日：2013-11-22） 
11 「隣接する地域が接合する」とは、例えば道路が複数の地理空間情報にまたがって格納されている場合、道路の線分

が隣り合う情報間で切れることがないように接合することを意味する。 
12 「情報間でズレが生じる」とは、例えば河川情報と建物デ情報を重ね合わせた場合に、河川の上に建物が重ってしま

うといった矛盾が生じることを意味する。 
13 地理空間情報活用推進基本法第 2 条第 3 項の基盤地図情報に係る項目及び基盤地図情報が満たすべき基準に関する省

令（2007 年 8 月 29 日、国土交通省令第 78 号） 
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償で提供されている14。基盤地図情報の表示例として、新宿駅西口周辺を図 2 に示す。 

 
表 2 基盤地図情報の項目15 
(1) 測量の基準点  (2) 海岸線 (3)公共施設の境界線(道路区域界)
(4) 公共施設の境界線(河川区域界) (5) 行政区画の境界線及び代表点 (6)道路縁 
(7) 河川堤防の表法肩の法線 (8) 軌道の中心線  (9)標高点 
(10)水涯線 (11)建築物の外周線 (12)市町村の町若しくは字の境界

線及び代表点 
(13)街区の境界線及び代表点   

凡例

行政区画代表点

町字の代表点

標高点

水涯線

水部構造物線

行政区画界線

建築物の外周線

町字界線

軌道の中心線

道路構成線

道路縁

水域

水部構造物面

建築物

 

図 2 基盤地図情報の表示例（新宿駅西口周辺）16 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                           
14 国土地理院. ”基盤地図情報サイト”, http://www.gsi.go.jp/kiban/（アクセス日：2013-10-30） 
15 国土地理院. “基盤地図情報サイト”, http://www.gsi.go.jp/kiban/（アクセス日：2013-10-30） 
16 基盤地図情報のデータをもとに当社作成 
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2.2. 国土数値情報 

 国土数値情報は、全国総合開発計画などの国土計画の策定のために、国土に関する様々な情報を整備、数

値化したデータであり、インターネットから無償で提供されている17。その主な項目を表 3 に示す。表 3 に示

すとおり、国土数値情報には海岸線や河川などの国土情報、行政界や人口集中地区などの政策区域情報、都

市公園や発電所などの地域情報、鉄道路線や港湾などの交通情報などがある。これらのデータは地理情報標

準と Shape の 2 つの形式で提供されている。地理情報標準とは、空間データの互換性の確保を主な目的に、

データの設計、品質、記述方法、仕様の書き方などのルールのことで、政府の GIS 関係省庁連絡会議では政

府の標準と位置付けているものである。しかしながら、地理情報標準に従って作成された地理空間データを

直接閲覧できる GIS ソフトは少なく、変換が必要となる場合が多い。一方 Shape とは、アメリカの ESRI 社

が販売した ArcView（当時、現在は ArcGIS）の図形と属性情報からなるベクターデータの記録形式で、多く

の GIS ソフトで閲覧や読み込みが可能である。国土数値情報の表示例として、全国の主な発電所の位置図を

図 3 に示す。 

 
表 3 主な国土数値情報のデータ18 

1. 国土（水・土地） 2. 政策区域 3. 地域 4. 交通 

海岸線 行政区域 
市町村役場等及び公
的集会施設 

高速道路時系列 

海岸保全施設 DID19人口集中地区 公共施設 道路密度・道路延長メッシュ

湖沼 小学校区 警察署 バスルート 

河川 三大都市圏計画区域 消防署 バス停留所 

流域メッシュ 過疎地域 医療機関 鉄道時系列 

ダム 離島振興対策実施地域 福祉施設 駅別乗降客数 

標高・傾斜度メッシュ 
離島振興対策実施地域統
計情報 

都市公園 交通流動量 駅別乗降数 

土地利用メッシュ 小笠原諸島統計情報 上水道関連施設 空港時系列 

森林地域 奄美群島統計情報 下水道関連施設 空港間流通量 

農業地域 半島振興対策実施地域 廃棄物処理施設 港湾 

都市地域 
半島振興対策実施地域統
計情報 

発電所 漁港 

用途地域 豪雪地帯統計情報 燃料給油所 港湾間流通量・海上経路 

都道府県地価調査 振興山村 工業用地 定期旅客航路 

地価公示 
（中山間） 
特定農山村地域 

研究機関 
交通流動量 パーソントリッ
プ20発生・集中量、OD21量 

 特殊土壌地帯 地場産業関連施設 
交通流動量 貨物・旅客地域
流動量 

 土砂災害危険箇所 世界自然遺産  

 浸水想定区域 地域資源  

 竜巻等の突風 観光資源  

 土砂災害・雪崩メッシュ 宿泊容量メッシュ  

 平年値（気候）メッシュ 自然公園地域  

 避難施設 自然保全地域  

  鳥獣保護区  

                                                           
17 国土交通省. “国土数値情報ダウンロードサービス”,  http://nlftp.mlit.go.jp/ksj/（アクセス日：2013-10-30） 
18 国土交通省. “国土数値情報ダウンロードサービス”,http://nlftp.mlit.go.jp/ksj/（アクセス日：2013-11-26）をもとに当社

作成 
19 DID とは、人口集中地区（Densely Inhabited District）の略であり、統計による基準に基づく人口の多い地区を指す。 
20 パーソントリップ調査とは出発地と到着地、目的、交通手段、時間帯などの調査のことである。 
21 OD とは、出発地（Origin）と到着地（Destination）の略である。 
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図 3 国土数値情報の表示例（発電所）22 

 

2.3. 地図で見る統計（統計 GIS） 

 地図で見る統計（統計 GIS）（以下、統計 GIS）は、政府統計の総合窓口（e-stat）の一環として、地図で閲

覧できるようにして公開されている統計情報である。政府統計の総合窓口とは、日本の政府統計に関する情

報のワンストップサービスを実現することを目指した政府統計ポータルサイトであり、これまで各省庁など

がそれぞれで公開していた統計関連情報を集約し、一般に利用しやすいようにしたものである。総務省統計

局が中心となって開発を行い、独立行政法人統計センターが運用管理を行っている。 

 統計 GIS では、統計情報をテキスト形式で、境界情報を Shape と G-XML23の 2 つの形式で提供している。

統計情報と境界情報を組み合わせることで、統計情報を地理空間情報として活用することができる。その表

示例として埼玉県東部の事業所数（2009 年度）のメッシュデータを図 4 に示す。 

 
 
 
 
 
 

                                                           
22 国土数値情報のデータをもとに当社作成 
23 G-XML とは、地理情報標準のうち、インターネット上で分散管理された GIS コンテンツの相互流通のために規格化

された形式のことをいう。 
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表 4 統計 GIS において公開しているデータ24 

データ 作成 データ 作成 
地域メッシュ統計 総務省 国勢調査 総務省 
経済センサス-基礎調査 総務省 事業所・企業統計調査 総務省 
人口動態調査 厚生労働省 医療施設調査 厚生労働省 
地域保健・老人保健事業報告 厚生労働省 医師・歯科医師・薬剤師調査 厚生労働省 
介護サービス施設・事業所調査 厚生労働省 社会福祉施設等調査 厚生労働省 
農林業センサス 農林水産省 漁業センサス 農林水産省 

 

図 4 統計 GIS の表示例（埼玉県東部の事業所数、2009 年度経済センサス）
25 

 

2.4. その他の地理空間情報 

地理空間情報活用推進基本計画に基づいて整備された地理空間情報以外にも、国は一般に利用可能な地理

空間情報を提供している。例えば、気象庁は「気象統計情報」26において、気象台、測候所などの降水量、気

温、風向・風速、日照時間などの情報を公開している。また、同庁は「地域気象観測所一覧」27において気象

台や測候所などの位置（緯度・経度）を公開している。気象統計情報と地域気象観測所一覧の情報を組み合

わせることで、気象統計情報を地理空間情報として活用することができる。 

 地方公共団体においても独自に地理空間情報を提供しているところがある。例えば、横浜市は「横浜市統

                                                           
24 総務省統計局. “地図で見る統計（統計 GIS）” http://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/toukeiChiri.do?method=init （アクセス日：

2013-11-22） 
25 地図で見る統計（統計 GIS）および基盤地図情報のデータをもとに当社作成 
26 気象庁. “気象統計情報” http://www.jma.go.jp/jma/menu/report.html、（アクセス日：2013-10-30） 
27 気象庁. “地域気象観測所一覧” http://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/amedas/ame_master.pdf（アクセス日：2013-10-30） 
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計 GIS」28において、WEB 上で国勢調査や登録人口などの統計を図示できるシステムを構築している。また、

埼玉県地理環境情報 WebGIS「ｅ～コバトン環境マップ」29では、WEB 上で地理空間情報を表示閲覧するだ

けではなく、GIS データを Shape でダウンロードすることが可能である。ダウンロードしたデータは、GIS

ソフトにおいて、他の地理空間情報との重ね合わせや距離の計測などの分析に活用することができる。 

3. 地理空間情報の活用例 

ビジネスにおける地理空間情報の活用例を 3 つ考察する。これらは、2 章で紹介した「国等が無償で提供

している主な地理空間情報」と、GIS ソフトなどの空間解析機能を使用して表示、分析したものである。 

3.1. 太陽光発電装置設置の適所選定 

太陽光発電装置の設置にあたっては、発電量の多くなる地点を選定することが望ましい。発電量は日射量

に比例して増加し、また、日射量は日照時間と強い相関関係がある。そのため一般的に、太陽光発電装置を

日照時間の長い地点に設置することで、発電量が多くなる。 

そこで、太陽光発電装置設置における適所選定のために、気象庁が公開している各気象観測所などの日照

時間データを、IDW 法（Inverse Distance Weighted：逆距離加重法）30と呼ばれる統計手法を用いて補間するこ

とで日照時間マップを作成した（図 5）。図 5 では、赤いほど日照時間が長く、青いほど日照時間が短いと考

えられる。この図から、太陽光発電装置設置の適所としては、青色の箇所よりも赤色の箇所のほうが望まし

いと判断できる。なお実際の設置にあたっては、太陽光発電では日射量のほか、設置角度、設置方位、気温(温

度が高いと性能が低下すると言われている)など、他の要素も影響してくるため、これらの情報を含め、総合

的に判断する必要がある。 

ここでは、太陽光発電装置設置を紹介したが、それ以外にも、最適な農作物や農作物の最適な作付け時期

決定などの農業分野などにおける意思決定の資料として、地理空間情報の活用が有効と言える。 

                                                           
28 横浜市. “横浜市統計 GIS”  http://www.city.yokohama.lg.jp/seisaku/seisaku/gistat/（アクセス日：2013-10-30） 
29 埼玉県. “埼玉県地理環境情報 WebGIS「ｅ～コバトン環境マップ」” http://www.pref.saitama.lg.jp/site/gis/（アクセス日：

2013-10-30） 
30 IDW 法は、推定対象とする地点の周辺の複数の観測地点の値とその観測地点までの距離の 2 乗の逆数(それ以外を用い

る場合もある)を平均することで、当該地点の値を推定する統計手法である。 
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凡例
日照時間

低

高

 

図 5 日照時間推定マップ31 

 

3.2. 新規出店のための市場分析 

店舗の新規出店にあたっては、市場がどれくらいあるかについて調査することが望まれる。その際、統計

GIS の人口と国土数値情報の駅情報を用いることで、おおまかな駅利用人口を捉えることができる。図 6 と

図 7 は、2010 年の国勢調査に基づき、東京都多摩地区における最寄り駅別の人口（15～64 歳人口と 65 歳以

上人口）を示したものである。統計 GIS は、1km メッシュや 500m メッシュと町丁目別で整備されているが、

ここでは町丁目データについて最寄り駅別にボロノイ分割32を行い、最寄り駅別の人口を算出した33。図 6 と

図 7 から、以下の結果が見てとれる。 

・百草園駅がともに赤色に近い色となっており、最寄り駅とする人口が相対的に多い。 

・年齢帯別では、南大沢駅と京王堀之内駅において、15～64 歳が 65 歳以上と比べて相対的に人口が多い

傾向が見られる。 

・長沼駅と平山城址公園駅においては、65 歳以上が 15～64 歳と比べて相対的に人口が多い傾向が見られ

る。 

なお、需要予測の制度を高めるためには、直線距離によるボロノイ分割のほか、道路距離などよる分析を

行うことや、近隣駅を別として扱わずに同一駅勢圏として集計すること、また、自社店舗や競合店舗の位置

                                                           
31 気象統計情報と国土数値情報のデータをもとにして当社作成 
32 ボロノイ分割とは、平面上で最も近い点により面を分割する手法のことをいう。 
33 町丁目が複数の最寄り駅にまたがる場合には面積按分により分割を行った。 



損保ジャパン日本興亜 RM レポート ｜ Issue 102 ｜ 2013 年 12 月 17 日 

Copyright © 2013 Sompo Japan Nipponkoa Risk Management Inc. All rights reserved. ｜ 11 

情報などを入れた上でハフモデル34などを用いることが望ましい。 

このように、各地域におけるターゲットとする顧客の年齢層にあわせた人口の状況が把握でき、市場分析

に地理空間情報の活用できることがわかる。 

 
図 6 最寄り駅別人口（15 歳～64 歳）35 

 
図 7 最寄り駅別人口（65 歳以上）36 

                                                           
34 ハフモデルとは、店舗の売り場面積などと店舗までの距離から、消費者が対象店舗を選択する確率を算出するモデル

のことをいう。 
35 国土数値情報のデータをもとに当社作成 
36 国土数値情報のデータをもとに当社作成 
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3.3. 洪水危険度の簡易評価 

現在、多くの地方公共団体で、大雨が降った際に想定される浸水深を記した洪水ハザードマップを作成し

ている（例えば新宿区37）。しかし、作成されている多くのハザードマップは、約 50m メッシュ単位などで作

成されており、作成されたメッシュよりも細かな洪水危険度を把握することができない。そこで、洪水危険

度を細かなメッシュで簡易的に知るためには、メッシュが細かい数値標高データ（基盤地図情報（数値標高

モデル）5m メッシュ（標高））が有効である（図 8）。図 8 では、青いほど標高が低く、洪水の危険度が高い

ことを表している。メッシュが細かい数値標高データを用いることで、わずかな標高差を把握でき、より細

かなメッシュで洪水危険度を簡易的に把握することができる。 

現在、当社では、国立大学法人京都大学・国立大学法人神戸大学との共同研究として、広域流域レベルで

内水・外水氾濫38過程を統一的に評価できる流出・氾濫モデルを開発中である39,40。将来的には、これに確率

降雨イベントセットと脆弱性・経済損害モデルと組み合わせることで、洪水による将来の経済損害・保険損

害を確率論的に評価することを目指している。また、気候変動影響を取り入れた降雨を入力値として、水災

リスクに対する気候変動影響を定量的に評価することも検討している41。 

凡例

道路構成線

道路縁

建築物

標高
30 m

13 m

0 50 メートル

 
図 8  5m ごとの標高の表示例42 

                                                           
37 新宿区. “新宿区洪水ハザードマップ”  http://www.city.shinjuku.lg.jp/anzen/file03_00016.html（アクセス日：2013-10-30） 
38 内水氾濫とは市街地において降った雨が雨水処理能力を超えることで起こる氾濫のことである。外水氾濫とは河川の

水が堤防を超えて溢れたり、破堤して起こる氾濫のことである。 
39 小林健一郎・寶馨・佐野肇・津守博通・関井勝善. 淀川流域の分布型降雨流出・氾濫追跡モデルの開発と損害保険,京

都大学防災研究所年報 . 2011，第 54 号 B, p.129-135  
40 小林健一郎・寶馨・佐野肇・津守博通・関井勝善. 損害保険に応用可能な国土基盤情報準拠方の分布型降雨流出・洪水

氾濫モデルの開発,土木学会水工学論文集. 2012，第 56 巻,Ⅰ-1069-Ⅰ-1074 
41 小林健一郎・寶馨・佐野肇・津守博通・関井勝善. 淀川流域の分布型降雨流出・氾濫追跡モデルの開発と損害保険,京

都大学防災研究所年報 . 2011，第 54 号 B, p.129-135 
42 基盤地図情報のデータをもとに当社作成 
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おわりに 

本稿では、地理空間情報活用推進に関する法律・計画、および、それに基づき整備された地理空間情報の

概要を紹介した上で、その情報を用いたビジネスでの活用例を考察した。地理空間情報は、今後も国などに

より整備され、更新が進んでいくものと考えられる。また、本稿では触れなかった GPS をはじめとした衛星

測位や、衛星リモートセンシング43画像の活用が考えられる。国や地方公共団体により整備された地理空間情

報以外にも民間企業などで作成された地理空間情報があり、これらの情報の中にはビジネスにおいて有用な

ものが多い。自社情報や顧客情報など、いわゆる「ビッグデータ」を保有している民間企業も多いため、自

社で保有する「ビッグデータ」に位置情報を付与して地理空間情報に変換し、さまざまな空間分析手法を利

用することで、ビジネスへの活用の幅が広がると考えられる。 

今後、地理空間情報はますます重要度が高まると考えられ、民間企業においては、これらのデータや分析

手法を用いることでビジネスチャンスが拡大することが予測される。 
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43 リモートセンシングとは、衛星や航空機など離れたところから対象物の状況を観測する技術のことである。衛星リモ

ートセンシング画像を用いることで、土地被覆や地表面温度などの観測が可能となる。 


